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参 考

○農薬取締法第三条第一項第四号から第七号までに掲げる場合に該当するかどうかの基準を

定める等の件（抄 （昭和四十六年三月二日 農林省告示三四六号））

最終改正：平成十五年六月三十日 環境省告示七〇号

注：未施行分については、参考として末尾に掲載

農薬取締法（昭和二十三年法律第八十二号）第三条第二項（同法第十五条の二第六項にお

いて準用する場合を含む ）の規定に基づき、同法第三条第一項第四号から第七号まで（同。

法第十五条の二第六項において準用する場合を含む ）の各号の一に掲げる場合に該当する。

かどうかの基準を次のように定め、昭和三十八年五月一日農林省告示第五百五十三号（農薬

取締法第三条第一項第四号に掲げる場合に該当するかどうかの基準を定める件）は、廃止す

る。

一 当該農薬が次の要件のいずれかを満たす場合は、農薬取締法（以下「法」という ）第。

三条第一項第四号（同法第十五条の二第六項において準用する場合を含む ）に掲げる場。

合に該当するものとする。

イ 法第二条第二項第三号（法第十五条の二第六項において準用する場合を含む。以下同

じ ）の事項についての申請書の記載に従い当該農薬を使用した場合に、その使用に係。

。 、る農作物（樹木及び農林産物を含む。以下「農作物等」という ）の汚染が生じ、かつ

その汚染に係る農作物等又はその加工品の飲食用品が食品衛生法（昭和二十二年法律第

二百三十三号）第十一条第一項の規定に基づく規格（当該農薬の成分に係る同項の規定

に基づく規格が定められていない場合には、当該種類の農薬の毒性及び残留性に関する

試験成績に基づき環境大臣が定める基準。次号ロにおいて同じ ）に適合しないものと。

なること。

ロ 当該農薬の成分である物質（その物質が化学的に変化して生成した物質を含む。以下

「成分物質等」という ）が家畜の体内に蓄積される性質を有し、かつ、法第二条第二。

項第三号の事項についての申請書の記載に従い家畜の飼料の用に供される農作物等を対

象として当該農薬を使用した場合に、その使用に係る農作物等に当該農薬の成分物質等

が残留することとなること（その残留量がきわめて微量であること、その毒性がきわめ

て弱いこと等の理由により有害でないと認められる場合を除く ）。

二 当該農薬が次の要件のいずれかを満たす場合は、法第三条第一項第五号（法第十五条の

二第六項において準用する場合を含む ）に掲げる場合に該当するものとする。。

イ 当該農薬の成分物質等が土壌中において二分の一に減少する期間がほ場試験及び容器

内試験において一年未満である農薬以外の農薬であつて、法第二条第二項第三号の事項

についての申請書の記載に従い当該農薬を使用した場合に、その使用に係る農地におい

て通常栽培される農作物が当該農地の土壌の当該農薬の使用に係る汚染により汚染され

ることとなるもの（その農作物の汚染の程度が微弱であること、当該農薬の毒性がきわ

めて弱いこと等の理由により有害でないと認められるものを除く ）であること。。
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ロ 当該農薬の成分物質等の土壌中において二分の一に減少する期間がほ場試験及び容器

内試験において一年未満である農薬であつて、法第二条第二項第三号の事項についての

申請書の記載に従い当該農薬を使用した場合に、その使用に係る農地においてその使用

後一年以内に通常栽培される農作物の汚染が生じ、かつ、その汚染に係る農作物又はそ

の加工品の飲食用品が食品衛生法第十一条第一項の規定に基づく規格に適合しないもの

となるものであること。

ハ 当該農薬の成分物質等が土壌中において二分の一に減少する期間がほ場試験及び容器

内試験において一年未満であり、かつ、家畜の体内に蓄積される性質を有する農薬であ

つて、法第二条第二項第三号の事項についての申請書の記載に従い当該農薬を使用した

場合に、その使用に係る農地においてその使用後一年以内に通常栽培される家畜の飼料

の用に供される農作物に当該農薬の成分物質等が残留することとなるもの（その残留量

がきわめて微量であること、その毒性がきわめて弱いこと等の理由により有害でないと

認められるものを除く ）であること。。

三 当該種類の農薬が次の要件のすべてを満たす場合は、法第三条第一項第六号（法第十五

条の二第六項において準用する場合を含む ）に掲げる場合に該当するものとする。ただ。

し、当該種類の農薬が水田において使用されないものその他その使用方法等からみて特に

安全と認められるものである場合は、同号に掲げる場合に該当しないものとする。

イ 半数致死濃度（こいを使用した生物試験方法における当該種類の農薬の四十八時間の

半数致死濃度をいう。以下同じ ）が○・一ＰＰＭ以下であること。ただし、当該種類。

の農薬の有効成分の十アール当たりの使用量が○・一キログラムをこえるものにあつて

は、その半数致死濃度をＰＰＭで表わした数値をその十アール当たりの使用キログラム

数で除した数値が一以下であること。

ロ 当該種類の農薬のこいに対する毒性の消失日数がその通常の使用状態に近い条件にお

ける試験において七日以上であること。

四 法第二条第二項第三号の事項についての申請書の記載に従い水田において当該種類の農

薬を使用した場合に、その使用に係る水田の水中における当該種類の農薬の成分の百五十

日間における平均濃度が環境基本法（平成五年法律第九十一号）第十六条の規定に基づく

水質汚濁に係る基準（人の健康を保護するうえで維持されることが望ましい基準として定

められたものに限る。以下この号において同じ ）において定められた当該成分の基準値。

の十倍を超えることとなる場合（当該成分に係る同条の規定に基づく水質汚濁に係る基準

が定められていない場合には、当該種類の農薬の毒性に関する試験成績、使用方法等に基

づき環境大臣が定める基準に適合しない場合）は、法第三条第一項第七号（法第十五条の

二第六項において準用する場合を含む ）に掲げる場合に該当するものとする。。

備考（略）

〔参考〕

○農薬取締法第三条第一項第四号から第七号までに掲げる場合に該当するかどうかの基準を

定める等の件の一部を改正する件［平成十五年三月二十八日 環境省告示第三七号］
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農薬取締法（昭和二十三年法律第八十二号）第三条第二項（同法第十五条の二第六項にお

いて準用する場合を含む ）の規定に基づき、昭和四十六年三月農林省告示第三百四十六号。

（農薬取締法第三条第一項第四号から第七号までに掲げる場合に該当するかどうかの基準を

定める等の件）の一部を次のように改正し、平成十七年四月一日から適用する。ただし、同

日前にされた登録の申請に関し、同項第四号から第七号までの各号のいずれかに該当するか

どうかの基準については、なお従前の例による。

第三号を次のように改める。

三 法第二条第二項第三号の事項についての申請書の記載に従い当該農薬を使用することに

より、当該農薬が公共用水域（水質汚濁防止法（昭和四十五年法律第百三十八号）第二条

第一項に規定する公共用水域をいう ）に流出し、又は飛散した場合に予測される当該公。

共用水域の水中における当該種類の農薬の成分の濃度（以下「予測濃度」という ）が、。

当該種類の農薬の毒性に関する試験成績に基づき環境大臣が定める基準に適合しない場合

は、法第三条第一項第六号（法第十五条の二第六項において準用する場合を含む ）に掲。

げる場合に該当するものとする。

備考に次の一項を加える。

３ 予測濃度は、当該種類の農薬が、その相当の普及状態のもとに法第二条第二項第三号

の事項についての申請書の記載に従い一般的に使用されるとした場合に、次の要件のす

べてを満たす地点の河川の水中における当該種類の農薬の成分の濃度を予測することに

より算出するものとする。

イ 当該地点より上流の流域面積が概ね百平方キロメートルであること。

ロ 当該地点より上流の流域内の農地の面積が、水田にあっては概ね五百ヘクタール、

畑地等にあっては概ね七百五十ヘクタールであること。


